総括答弁
3日間の討論ありがとうございました。経過で8県、議案で48県、そして総括討論2県、合計５８本のたくさんの貴重な発言をいただいた。

私からポイントを絞って総括的に答弁を行う。
まず地公給与の波及に関わる課題について、地公給与の入り口の問題については国公の判断、７．８％の給与削減の判断、先ほどから議論がありましたように、要は大震災からの復興財源に限定をされて判断がされてきた。一方で国家公務員の労働基本権回復についてこの時期を逃しては当分の間、回復がされない。悲願である労働基本権の回復ということを視野に入れた判断が大きくあった。我々は国家公務員の方を先行させて労働基本権問題を議論しましたし、地公につきましてはその後の議論として取り扱ってきた経過がある。自治労も、公務員連絡会に結集をする中で、自治労としての判断について県本部代表者会議や中央委員会での議論をいただいて経過を確認してきたし、具体的な取り組みについても全体化をはかってきた。結果として国家公務員の労働基本権回復はもちろんのこと、地方公務員についても今時点では多くの議論があったとおり、大変厳しい状況にあると認識をせざるを得ない状況になっている。したがって結果を見てこの経過についていろんな議論があろうかと思うが、組織としては十分な議論とお互いの認識の共有化、情勢変化においての判断をきっちりと行ってきたと思っている。その上で今回の地公給与の波及に関わる取り組みをせざるを得ない状況に追い込まれたということがある。とりわけ今年の1月の臨時大会での議論が自治労的には大変重たい議論であったと思っています。当時の皆さん方の発言の多くは自治労が改めて統一闘争を展開する、そしてストライキも辞さないたたかいを構築すべきだということが執行部に求められた。現在の自治労の組織力量、連合全体における自治労の運動の展開、また、他の地公単産の判断を総合的に判断して当初は2時間のストライキを上限とする取り組みを提起し、結果として1時間を上限とする運動の基本的な定期を行った。その上で4月26日から6月の議会にかけた一連の取り組みをいただいた。これも多く議論をいただいたように自治労にとっては久々のストライキを構えての大衆闘争であったが一定の成果があったと思いますし、４７県本部２７００の単組が一丸となってこの地公給与阻止の取り組みに結集をいただいたと思っている。結果、この間報告しているような内容だが、改めて大衆闘争をくんだ経過と取り組み経過については今後の運動展開のステップとしてお互いに確認できるのではないかと思っている。一方で総括討論の中でもありましたし、冒頭の挨拶でも申しあげたが、単組力、現場力の低下、さらには県本部の取り扱いのばらつきなども含めて反省をせざるを得ない点があります。今後の運動の強化に向けた新たな議論の開始をしなければならないということにもつながってきたんだと思います。そういった成果と現状をしっかりと認識して産別闘争を新たに構築していくために今後議論を行っていく必要がある。その上で一番重要なのはそれぞれの立場における、役割分担だと思っている。本部の役割、県本部の役割、単組の役割をしっかりお互いに認識しながら、それを有機的に結びつけて大闘争をくんでいく事が非常に重要だと思っている。今回の地公給与の削減がそうであったように本部は闘争方針をしっかり、間違いなく提起をする役割がある。皆さんから指摘をされている省庁、とりわけ総務省対策、さらには政党対策、そして地方６団体の対策や連合本部に対する対策、と言ったものを具体化をしていく。このことを受けて県本部は単組の指導の強化、そして各県における６団体の対応、地方連合会との協力連携を作り上げていくのかという点についても非常に重要な課題である。同時に地域の諸団体、商工会や商店会、NPO法人も含めたいろんな地域の団体に対して県本部が一丸となって問題提起をして給与の正当性、我々の給与の地域経済における大きな状況についてしっかりと説明責任を果たしていくことも重要だと思う。単組においては当然当局との交渉を行うわけだが、何よりもそこにおいても議会対策も重要だし、また、個々の議員に対する具体的な対応、対策も必要になってくる。また、それぞれの自治体における地域団体に対する取り組みも必要になってくる。したがってそういう取り組みを有機的に結びつける中で闘争をボトムアップしていくことを目的意識的に行っていかなければならないと思う。課題は別であるが単組における議会対策・議員対策の中でこの間自治労が提起を申しあげているように１単組１議員の擁立といったものについても非常に重要だと思う。議会が好むと好まざるにかかわらず我々の賃金・労働条件を規定をするということから我々の要求、議会の一方的な横暴を許さないためにも、また、首長に対する対策をするためにもしっかりと我々の代表を地方議会に送り出す。そのことによって運動を底上げしていくことも必要であると思っている。申しあげているように本部・県本部・単組が一丸となったそして有機的に対応できるような闘争方針を作り上げてそして役割分担を明確にしながら、同時に運動展開をしていく必要があると思っている。一番重要な点は本部が各県本部、単組に闘争指令をおろした段階で全国の単組にその闘争指令がしっかりと本部の求めている内容で伝わるシステムも必要であると考えている。これは県本部の力に大きく、対応をお願いしなければならない。そうしたばらつきのない闘争指令のあり方、そして単組にタイムラグがないように下りていく体制を構築していかなければならない。今回の地方波及のたたかいは、１９６５年の第６次賃金闘争、第７次の賃金闘争の状況が似通っていると思う。当時は人勧の完全実施を求めて全国の組合員に対して半日休暇の闘争指令を行った。当時の組合員の結集は５０％に満たない結集率であった。その前段に当然、遵法闘争も踏んでいるわけであるが、結果として第６次賃金闘争は失敗に終わっている。しかし今回の地公波及の課題は大変厳しい状況ではあるが、一定の運動の前進ははかれたと考えている。第６次賃金闘争の失敗を翌年１年しっかりと時間をかけ議論を踏んで翌年、第７次賃金闘争で半日休暇闘争を成功させてきた当時の組織力量があった。自治労としても改めて今回のたたかいで得た教訓をしっかりと９月議会、１０月以降のたたかいに総括をしていきながらたたかう運動方針を構築していく必要があると考えている。また、具体的には自治体の予算におけるチェック体制、機能を強化することも重要であると考えている。各首長が選挙の政策によっていろんな形で各自治体における予算が構成されているが、かなり無駄な予算もあるとおもう。したがって私は臨時非常勤の処遇改善で改めて労働組合が自治体の政策と予算をしっかりとチェック機能を果たしてそのことによって無駄が生じている場合、その予算を非正規職員の処遇改善に回すような検討をしていただきたいと申しあげた。今後、交付税が削減されていこうとする厳しい状況において自治体財政をしっかりチェックをすることによって理論武装をして対当局との交渉力を強化をしていくそういった取り組みも行っていただきたい。また、今回も大きな成果があった地方連合会との協力連携について、このことによって地方における他の構成産別の理解を得る中で地方連合会、自治労が一体となった取り組む中で成果が現れたと言うこともはっきりしたと思っています。引き続き強化をいただきたい。もう一つ重要な点は国と地方との協議の場の有効活用です。皆さん方から要望があったように民主党政権において国と地方の協議の場を法律として成立をさせた。これをどのように活用するのかと言うことが非常に重要である。先ほどの役割分担でも申しあげたとおり中央本部と単組と県本部がその国と地方の協議の場に有効にボトムアップで運動展開をするために、同一的、一体的な取り組みを展開することによって国が一方的に削減しようとしている、交付税の削減をストップさせる事につながっていくと認識をしている。そういった取り組みをお願いしたい。今後具体的にこの秋以降、想定される課題についても申しあげたい。国公の臨時特例については法律で期限が設定をされている。あくまでも震災の復興財源であるからその意味で少なくても財政的には初期の目的は達成したと言える。このことについては我々は普遍的に対政府に対して求めていかなければ行けない。来年の３月で終わりだ。ということを本部は求めていきたい。一方で課題となるのは財政再建と給与の扱いである。自民党は２０１３年のJファイルの中で人勧を尊重してその上で地域給をはじめとする、人件費削減を提起をしている。それが本年の人勧につながっていると思う。今年の人勧報告で臨時特例終了後に給与制度総合的見直しを行うと言うことに自民党の政策そのものが引き継がれていつと言うことをしっかりと押さえておく必要がある。また、財政再建は違う次元で消費税率引き上げとの判断の関係で社会的配慮として、霞ヶ関の一部への給与措置を行う危険性がある。したがって消費税増税の判断を行う時期に給与の取り扱いを決定する事が一方で政治的背景が前提とされていると認識をせざるを得ない。慎重かつしたたかな対応を本部とては提起をしたいと思いますし、それについての運動の結集もお願いしたい。
また、中期的な財政計画を踏まえて、社会保障費と交付税をターゲットとして財政再建が進められようとしている。交付税の削減によって給与への影響と公共サービスの質良の低下このことが起こってくるわけですから、このことを阻止するという立場のたたかいもセットで行っていかなければならない。そういう意味で一つには公務員連絡会をどのように有効に活用するのか。二つにはこの間の国会対策を連合とともにどのように行っていくのか、また公務労協全体としてどのような取り組みを行うのかの３つをしっかり効果的に重層的に意義あるたたかいを展開する行いつつ政局を乗り切っていかなければならない。とりわけ人事院との関係ですが、地域給をはじめとする給与制度の総合的見直しについては国公は制度含めた配分の問題に動いていくだろうと思っている。地方は水準全体の引き下げにつながっていく危険性がある。したがって２００４年から２００５年給与構造改革、見直しの対応対策の経過に基づいて当時の情勢との相違はあるが、それを補強する立場から臨時特例終了の確定を踏まえてしっかりした対応を行っていく必要がある。公務労協との関係は公共サービスキャンペーンを中心としながら地方交付税が削減されれば、住民に対する質の高い公共サービスが提供できないことをしっかりと住民と共闘をくむことによって公務労協の公共サービスキャンペーンと一体となった取り組みを展開するということについても提起を行いたい。連合については地方財政全体を確保するために社会的セーフティネットの維持そういったことを踏まえた政策提起を行って、連合全体としてこの地方交付税削減の動向に対して労働界全体として反対の動きを作り上げたい。いろんな取り組みを重層的に展開することによってボトムアップ的に自治労全体のたたかいを展開いただきたい。
　労働基本権の確立については原点に戻って三権を求めて改めてたたかいを構築すべきとの指摘、意見もあったが、しかし我々としては労働基本権を放置する立場には絶対にないということを明らかにしておきたいが、自民党の公務員制度改革の素案は我々の政治活動を禁止、労働基本権を付与しないというところから始まっている。4法案2法案は不十分ではあるが、通過点として、まず我々の武器としてそのことを実行させていくと言うことの方が我々にとって有効なたたかいではないかと認識。三権を放棄することは絶対にあり得ないが、それの通過点としての基本権の取り組みが重要となってくるので認識をお願いしたい。
　脱原発の課題については最終的に原発に依存しないエネルギー政策を求めることを連合で確認をさせた。発言でも多くだされたが、自治労としては自治労の基本方針に基づいて原発再稼働を行わせない。そして脱原発の運動を展開することが基本と考えている。日本は福島原発事故の復旧復興を成し遂げなければならない。しかし容易でない取り組みであることも事実である。したがって私たちは県本部の皆さんたちと一体となって、また、避難を余儀なくされている15万人の方々の心をしっかりと受け止めて、自治労としての立場で対政府に対する取り組み、さらには連合などに対する取り組みを強化していきたい。
　政治方針については政党の動向などについては皆さんから多くの意見が出された。自治労としては政治方針について改めて我々が政党の動向にかかわらず、主体的な議論を開始しなければならいという認識を持つべきだと思っている。自治労では9月以降に改めて県代などで具体対応について問題提起をはかりながら地連の代表や女性代表なども含めてそして先輩、OBの意見も伺いながら民主、社民協力議員などと一体となった取り組みを展開する必要があると思っている。全ての力を結集しながら政治に対する取り組み強化を図っていきたい。議論をこれから進めるので皆さんの率直な意見をお聞かせいただきたい。
　臨時非常勤の課題について、徳島大会以降、数多くの場面で提起を行ってきた。全国の単組で問題の共有化がはから、様々な取り組みを展開していただいている。本部は引き続いて国会対策など法改正の取り組み、県本部単組はそれを受けて組織化と処遇改善の取り組みを提起いただきたい。残念なことは日本の法律について地公方も地方自治法も非正規の方を雇い入れることを前提とした法の枠組みとなっていることも事実である。自治体によっては既に５０％を超えている方々が正規職員同様の業務を担っているこういった実態をしっかりと受け止めながら非正規の方々の処遇改善、そして組織化に向けて議論を行っていただきたい。
　連合運動についても多くの意見が出された。自民党が事実上の官民を分断して、そして労働運動を解体しようというようなもくろみを持っている。そういった意味で絶対に連合を潰させてはならないし、ともに行動する団体と位置づけながら議論の進化をはかる中で連合運動の強化を行っていきたい。ともに議論を行いながら運動の共有化をはかる。確かに調整を行うような場面もあるが、自治労の立場をしっかりと主張しながらしかし、ゴリ押ししないで連合運動全体での共有化を図れるような議論の活性化をはかる必要がある。
日常の活動を自治労がしっかりと行う。そして構成組織に対して問題提起を行う。大衆行動をはかりながら国民合意をはかっていく。そのことを繰り返せば連合の政策として具体的に確立をさせることができる。連合はたくさんの意見の違いを持った高生産別で構成されている。そのことがあるが故に議論をしっかりと行って進化をさせる中で連合運動の前進をはかる、そしてその中に自治労運動を位置づけていく立場で運動強化をはかっていきたい。
総論的に申しあげるとこの間の三位一体改革による地方財政が厳しい状況を受けて、また、集中改革プランによる人員削減、そして公務員バッシング、個別の賃金カットなど想像以上に現場は疲弊していると認識せざるを得ないと思っている。建前や理念、未来への希望や理想を討論することも非常に大切なことだと思うけれども、今の状況をしっかりと受け止めて本音をぶつけ合いながら非常に重要だと思っている。県本部・単組が本音を積み重ねる議論を積み上げて取り組みの具体化を検討することが非常に重要だと思っている。自治労は各県単組や県本部がそれぞれの地域事情を踏まえて具体的な行動を行っている。２７００という単組連合体として自治労の優位点はそこにあると思っている。優位点をいかしながらそれらをつないでいくのが自治労本部の役割である。したがって単組県本部で議論を積み上げそれを有機的につなぎ合わせ、自治労が運動方針、さらには大衆闘争としてつないでいくことが重要である。本部としても新体制のもとで皆さん方の意見に答えられるよう具体的な運動を展開する事を決意する。
